
                                                         

【「重要土地等調査法」に関する情報提供のお願い】 
 

２つの事態に要注意！ 

土地規制法が自分の身に降りかかってくる最初の兆候！ 

 
１ 法８条による「報告の徴収」 内閣府があなたに報告を求めてきます。 

２ 法９条による勧告・命令以前の段階で内閣府は「事前の説明」を行います。 

 
「報告の徴収」や「事前の説明」があった際は是非お知らせください。相談に応じる

ことができるだけでなく、法の運用の実態を知る大切な機会になります。 

 

 

 

 

 

********************************************************************** 

 
2024 年 5 月 15 日に第４回の区域指定が施行され土地・住民調査、監視、行為規制

など法の本格的な運用に入りました。調査は水面下で行われます。住民に関する公簿

の提出が求められた自治体が告知しない限り区域の住民が知ることはできません。 

 
私たちは自分が調査されていることを知るのは内閣府から「報告の徴収」を求めら

れたときです。自分が利用している土地・建物が「機能阻害行為」のために使われてい

るかどうかが調べられるのです。 

 
「報告の徴収」が行われずに直接私たちに「機能阻害行為をやめよ」と言ってくる場

合があります。内閣府の説明では法９条の勧告の前に「事前の説明」を文書で行うと

のことです。場合によっては口頭で説明がなされる可能性もあります。 

 
どこかで「報告の徴収」や「事前の説明」が行われたら、それは全国５８３か所で広範

に行われている水面下での調査と監視活動の「氷山の一角」が顔を出すことに他なり

ません。この段階ではまだ処罰されるわけではありません。なるべく早く法の運用の是

非を問う行動が大切になってきます。 
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